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なぜ今、新たな仕組みが必要なのか？
～日本の構造的課題～

現在の日本社会は、いくつかの避けて通れない大きな課題に直面しており、これまでの行政シス

テムだけでは対応が困難になっています。

1. 急速な少子高齢化と人口減少 日本の総人口は減少を続け、高齢化率は世界最高水準に達し

ています。社会の担い手である生産年齢人口は減り続け、2070年には高齢者1人を現役世代

約1.3人で支える「肩車型社会」が到来すると予測されています。これは、税収や社会保険料の

担い手が減る一方で、医療や介護を必要とする人々が増え続けることを意味し、社会全体の活

力を維持する上で極めて深刻な事態です。

2. 社会保障制度の持続可能性への懸念 高齢化に伴い、医療・介護・年金などの社会保障給付

費は年間130兆円を超え、今後も増大の一途をたどります。この増え続けるコストを、減り続け

る現役世代の負担だけで支え続けることは、もはや現実的ではありません。サービスの質を維持

しながら制度を持続させるためには、給付の効率化や、病気や要介護状態になる前の「予防」に

力を入れるなど、抜本的な発想の転換が求められています。

3. 複雑化する住民ニーズと行政の限界 単身世帯の増加や共働き家庭の一般化など、ライフス

タイルは大きく変化しました。それに伴い、子育て、介護、健康、働き方に関する住民のニーズは

非常に多様化・複雑化しています。しかし、行政サービスは公平性を重視するあまり、画一的にな

りがちです。また、縦割り組織の弊害や人手不足もあり、一人ひとりの状況に寄り添ったきめ細

やかな対応が難しくなっているのが実情です。



その解決策としての「官民連携」
とは何か？

• これらの構造的課題に対する最も有力な解決策が

「官民連携（Public-Private Partnership: PPP）」では

ないでしょうか。

官民連携の本質

• これは、単に行政の業務を民間に委託する「外部委託」とは根本的に異なります。

官民連携の本質は、行政と民間企業が「対等なパートナー」となり、事業の企画

段階からお互いの知恵と資源を出し合い、リスクを分担しながら、共に新たな

価値を創り出していく「共同経営」の考え方にあります。

「三方良し」の仕組み

• 優れた官民連携は、関わる者すべてに利益をもたらす「三方良し（行政・企業・

住民）」の仕組みです。行政の持つ「公平性・公益性」と、企業の持つ「効率性・専

門性・創造性」を掛け合わせることで、これまでどちらか一方だけでは成し得な

かった、質の高い公共サービスを効率的に実現することを目指します。



官民連携がもたらす具体的なメリット
• 官民連携を推進することで、各主体に以下のようなメリットが期待できます。

行政（自治体）にとって：持続可能な行財政運営の実現

• 民間の資金を活用することで、施設の建設などにかかる初期投資を抑え、財政負担を平
準化できます。また、民間の効率的な経営ノウハウを取り入れることで、コストを削減しな
がらサービスの質を向上させることが可能になります（VFM: Value For Money）。こ
れにより、職員は定型業務から解放され、政策立案といった、より専門性が求められるコ
ア業務に集中できます。

企業にとって：新たな事業機会と企業価値の向上

• 社会保障関連分野は、今後の成長が期待される巨大な市場です。地域の健康増進や子育
て支援といった社会課題の解決を、社会貢献（CSR）としてだけでなく、新たなビジネス
チャンス（CSV：共通価値の創造）として捉えることができます。地域の課題解決に貢献
する企業姿勢は、ESG投資の観点からも評価され、企業ブランドの向上や優秀な人材の
獲得にも繋がります。

住民（市民）にとって：サービスの質の向上と選択肢の拡大

• 民間企業の競争原理や創意工夫が働くことで、公共施設の快適性が増したり、最新技術
を活用した便利なサービスが生まれたりと、生活の質の向上に直結します。例えば、行政
が画一的に提供する健康教室だけでなく、民間の多様なフィットネスプログラムの中から
自分に合ったものを補助付きで選べるようになります。



西伊豆町での取り組み
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西伊豆町における海業振興と地域活性化の取り組み

引用：西伊豆町役場産業振興課 松浦 城太郎様資料



地域には「資源という宝があふれている」

その資源を「活かしていく、守っていくこと」も
行政・そして産業として大切な取り組み

それは西伊豆町においても同じこと



あなた（西伊豆町）の地域で
「資源（海）を活用して何ができるか？」



西伊豆町の紹介



西伊豆町の概要
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位置：伊豆半島の真西

面積：105.41k㎡（国土地理院）

山林が76.62％

人口：6,518人（2025.6.1)

※2000年は11,637人

高齢化率：53%超え
自然：海、山、川、夕陽

産業：観光、水産加工、建設、福祉

観光交流客数：574,607人（R5） 
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海業（うみぎょう）とは？

水産庁HPから

海業（うみぎょう）とは、海や漁村の地域資源の価値や魅力を活用する事業で、国内外
からの多様なニーズに応えることにより、地域のにぎわいや所得と雇用を生み出すこと
が期待される取り組み。
具体的には、水産物の消費拡大、観光交流人口の増加、漁村の活性化などが目的。
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遊休漁港を活用した直売所 「はんばた市場」
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準備会の設立 運営委員会の設立
•平成31年 コンテナでの試行販売

企業組合の設立

メンバー：漁業、農業、水産加工業など

•令和２年 はんばた市場オープン（5/22）

目的：産業振興、地産地消、地域外資本獲得

施設整備の経緯
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•平成30年 はんばた市場構想スタート



● 高齢化が進むことで、生活における課題
が生じるとともに、地域産業への影響も
少なくない。

● 高齢化が進むと様々な消費が落ち、お店
なども減少。買い物が難しくなるなど生
活もしづらくなる。

● 西伊豆町においても、生活（介護）・産業
両方に課題が生じ始めていた。

高齢化の影響は生活と産業両方に

静岡県のアドバイザー派遣事業を通じて
支援開始！



海業推進と地域（高齢者）の
課題



海業推進と地域（高齢者）の課題

◯漁業の担い手減少
・漁業従事者の減少が激しい（60代以上が約88%）

・漁業だけでは安定的に稼げない（漁獲物の変化、減少）
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いつまでも現役（元気）
でいてもらうために
＝介護予防の取り組み
できることはなにか？

引退した漁師の知識・技術は
活かせないか

このままだとふるさと納税用の
干物の確保が困難に・・・



◯観光需要の偏り
・季節的な偏り
・平日、休日による偏り
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海業推進と地域（高齢者）の課題



海業推進の資源

◯海
釣り、ダイビング、カヤック、SUP、海水浴、遊覧船

◯観光
宿泊、飲食、文化、自然

漁港を中心にこれらを組み合わせて
経済効果に繋げるのが「海業」
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◯そして住民（特に高齢者）
知識・経験を活かす、住民だけでなく、観光客を含めた交流の機会の創出

＝つながりと役割から意欲向上へ！



行政・民間企業・そして
住民（高齢者を含む）で
できるのか？【事例紹介】



事例紹介（仁科漁港、安良里漁港）

魚払いで観光を楽しむ「ツッテ西伊豆」



「ツッテ西伊豆」の事業内容と
取り組みの背景

どんな事業？
はんばた市場と提携する遊漁船に乗って釣った魚を、
サンセットコインで買い取る仕組み。

なぜはじめたか？

②釣り客を観光に誘引
釣りをして帰るだけではなく、観光してもらう！

①漁獲量補填
漁業が盛んな西伊豆町においても、高齢化が進み、漁師も高齢化し、引退者も増
加。そこで、高齢化で減少している漁獲量を、釣り人の手を借りて補う仕組み。

③はんばた市場に地物を集める
地産地消の核となる施設に地物を集めて、地産地消をブースト
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結果として・・・人との交流が増え、町が元気になり、高齢者
も活躍の場が増える！
観光客も増え、高齢者の経験が活かされる＝活躍の場が増え、結果として高齢者
の自立支援の取り組みに！

鮮度を保つには血抜きの
技術も必要
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ところで・・・サンセットコインとは？



“ツッテ西伊豆”と“地域通貨”
（サンセットコイン）の活用



地元企業の協力とネット販売等
他地域への売り上げ流出防止へ



市町村によっては、
地域通貨の運営自体
を元気高齢者の就労
（活躍）の場に！





○導入の効果
• 町内での経済循環
消費が町外に流出することを防ぎ、確実に町内で消費
されるため、経済が循環する

• 町民のキャッシュレス決済の利用・普及推進
QRコードによるキャッシュレス決済は利用者にとって
使い易く、デジタルが苦手でも簡単に利用できる

• 感染病の防止につながる
紙幣や硬貨による感染防止につながり、店舗や利用者
も小銭を用意するストレスから解放される

• 行政の事業が導入し易い
新たな事業のほか、既存事業の振り込みを電子地域通
貨に変更することで、事業の拡大を図ることが可能



健康増進・介護予防にも！



官民連携事業の広報を
どのように広めていくのか

※情報が出ないと“なかったこと”になる

※発信しなければ情報は出ない



○大手ゲーム会社とのコラボ企画 ○釣りフェス2025への出展

プロモーション

株式会社バンダイナムコアミューズメ
ントが提供する「釣りスピリッツ」10周
年の記念企画として、ツッテ西伊豆と
のコラボ企画を販売(令和３年10月か
ら)。

日本最大の釣りの博覧会に出展し、
ツッテ西伊豆、海釣りGO!!、西伊豆＆
ANGLERのPRを実施。来場者数：
35,708人
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イベント「ツッテバッカの旅」
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都内に８店舗を展開する鮮魚店「sakana bacca」
とのコラボイベント

◯内 容
１日目（西伊豆）ツッテ西伊豆体験、魚発送体験、段ボール

ピザ作り体験
２日目（中目黒）自分で釣った魚の販売体験

◯参加者の声
• 「最初は全然釣れなかったけど、最後に5匹釣れたからうれしかった」（参
加した子ども）

• 「ピザづくりがすごく楽しかった！」（参加した子ども）
• 「普段魚を食すまでの工程を実体験で学べるプログラムであったので参
加しました。船釣りは子供にハードルが高いかと考えていましたが、船上
でもサポートいただき安心して楽しむことができました。親の船釣りデ
ビューでもよい機会でした。」（保護者）

• 「船釣り〜販売までの一貫した体験は、子どもたちの一生の思い出になる
と思います。子どもも喜んでいます」（保護者）



•平成31年 西伊豆遊漁船組合と地盤づくり（７隻加盟）

•令和２年 ツッテ西伊豆リリース（９月７日）

令和２年度実績 利用者 93組 買取額317,002ユーヒ

令和３年度実績 利用者131組 買取額363,638ユーヒ

令和４年度実績 利用者195組 買取額647,253ユーヒ

令和５年度実績 利用者151組 買取額487,555ユーヒ

実績

※１ユーヒ：１円

令和６年度実績 利用者131組 買取額331,745ユーヒ
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買い取った魚は、はんばた市場や
地域のホテル・旅館・民宿、そして

ふるさと納税の商品に



でも・・・

•船釣りのため、海の状況により、でき
ない場合も。

•高齢になったことで、船での漁が難し
くなった高齢者には、値段も含めて
ハードルが高い。

•もっと気軽に利用できる方法は無い
のか・・・



事例紹介（田子漁港、仁科漁港）

釣り禁止漁港を有料釣場化「海釣りGO!!」

令和５年８月から田子漁港にてトライアル開始（令和６年４月から本稼働）
令和６年８月から仁科漁港に横展開
令和７年10月から安良里漁港にも横展開予定
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つまり、船に乗らなくても「ツッテ西伊豆」ができる！
高齢者が船に乗れなくなっても、そして乗らなくても、

取り組める、楽しめる！
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田子漁港
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高齢者の交流と雇用・活躍の機会、
いわゆる社会参加の創出に！
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事例紹介（仁科漁港）

釣り人関係人口から漁業者を産み出す 「西伊豆＆ANGLER」
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取り組みの概要（令和５年７月から取り組み開始）

①ツアー実施による釣り人関係人口作り

②漁港を中心とした地元との触れ合い機会の創出

③移住相談

④漁業権取得相談

西伊豆で釣りを楽しんでもらい、西伊豆を知って
もらう

漁業権取得を見越して、漁港について勉強する

住居や職についての相談

漁業権取得のための港のルール等を知る
48



住民の意欲向上と
行動変容への好循環



お互いさまのまちづくり
「せいかつ応援倶楽部」

“お互いさま”“できることは住民で”という意識と意欲も向上し、
生活の支援体制にも好影響が・・・



お互いさまのまちづくり
「せいかつ応援倶楽部」実施要項



住民への啓発＆担い手の育成
“お互いさま““支え合い”のまちづくりへ



住民参加型活動の効果

• 社会とのつながりの維持・回復
（ボランティアとのコミュニケーション）

• 生活全般の課題発見のきっかけ（ほかのサー
ビスや専門職へのつなぎ）

• 介護家族の負担軽減
• 担い手も元気に（高齢者や女性等の活躍の場、
担い手も元気になる）

• 訪問介護サービス（ヘルパー）の人材不足課
題への対応

次なる挑戦は、住民による
移動支援・輸送サービスへ



掛け合わせで生じる価値がビジネスになる

課題

資源

プレイヤー

フィールド

× ×

◯行政職員の役割
・マッチング機能
資源と課題とプレイヤーという要素を地域というフィールドでマッチングする。

・潤滑油
それぞれの要素の間に入り、ものごとが上手く進むように調整する。
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×



まとめ



現場主義：資源と課題は現場に溢れている

仲間と一緒に：仲間の数が波及効果に直結

役割分担：官は土台作り、民がその上を走る

行政の関わりは「濃」→「薄」→「外」

アイデアは組合せから生まれる＝コラボレーション

情報は発信し続ける

行政職員はマッチング機能＆潤滑油
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◯資源はある。活かせているかどうかが課題
◯地域に入り込むことが始まり

◯基礎自治体だからこそできることがある
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おわりに
～成功に向けたパートナーシップ～

• 官民連携を成功させるためには、行政と企業が「この地域
を良くしたい」という共通のビジョンを掲げ、徹底的に対
話することが不可欠です。前例に囚われず、互いを尊重し、
失敗を恐れずに挑戦する姿勢が、これからの地域社会を
支える新しい力となります。

• そして、その“良くしたい地域”にはその地域で暮らす“住
民”がいます。住民抜きでの官民連携はあり得ません。
つまり、

官民連携から、官民住（民）連携へ！
• 官民連携は、もはや特別な選択肢ではなく、未来の日本社
会を維持・発展させていくための必須戦略です。このパー
トナーシップを通じて、共に持続可能な未来を築いていき
ましょう。



官民連携から、官民住（民）連携へ！



ご清聴ありがとうございました。

e-mail address：ta2ya.ma2kawa@gmail.com
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山梨県地域づくり強化支援事業アドバイザー
茨城県高齢者自立支援推進アドバイザー

西伊豆町地域包括ケアシステム推進アドバイザー
ツツイグループ顧問兼コンプライアンス室室長

株式会社日本経営顧問
主任介護支援専門員 松川竜也

引用資料：
源地域振興センター研修資料 西伊豆町役場産業振興課 松浦 城太郎

【静岡県西伊豆町】電子地域通貨（サンセットコイン）事業資料 静岡県西伊豆町産業振興課 土屋佑斗
社会福祉法人西伊豆町社会福祉協議会地域福祉主任・生活支援コーディネーター薮田 栄和
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